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第４ 弁護人らの主張に対する判断
１ 本件行為の評価について
これに対し、弁護人らは、過去の事件や弁護士に対する懲戒処分と比較して、本件は軽微な事
案であり、罷免に値しない旨主張する。
すなわち、第１に本件行為は条例違反に該当する行為であり、刑事罰の中でも軽微な部類に属
する犯罪行為であること、第２に過去の弾劾裁判で罷免された事例（平成13年（訴）第１号罷免
訴追事件、平成20年（訴）第１号罷免訴追事件）がそれぞれ経験豊かな現職裁判官による犯罪で
あり社会的に大きく報道され、懲役刑の判決が下されたこと、第３に過去に本件と同じ迷惑防止
条例違反を犯した裁判官が直接女性と接触する痴漢行為をしたにもかかわらず、訴追されなかっ
たこと、第４に同種犯罪行為を行った弁護士に対する弁護士会の懲戒処分と比較して、罷免とい
う処分は過度に重い旨主張する。
そこで検討すると、第１の主張については、条例違反といえども、条例は、憲法第94条に基づ
き地方公共団体が制定する自治立法であり、前述の「市民等の平穏な生活の保持」という保護法
益も決して他の法律と比較して軽視されるべき性質のものではない。その中でも本件盗撮行為の
６か月以下の懲役又は50万円以下の罰金という法定刑は、刑法の公然わいせつ罪やストーカー規
制法に匹敵する罰則であることから、条例違反であるからというだけで、軽微な犯罪と即断する
ことはできない。

２ 情状について
また弁護人らは「裁判官としての威信を著しく失うべき非行」に該当するか否かの判断にあたっ
ては、被訴追者の反省の程度や行為後の行動、平素の人格や人望等のいわゆる本件行為とは独立
した情状についても考慮すべきである旨主張する。
すなわち、弁護人らは、第１に被訴追者は、被害回復及び社会的信用の回復に努めていること、
第２に被訴追者の具体的職務・地位、勤務状況、平素の人格等から罷免事由は認められないこと、
第３に被訴追者が真摯に反省していること、第４に被訴追者を支援する者が多数存在すること、
第５に被訴追者が既に十分な制裁を受けていることから、罷免判決という新たな制裁を加える必
要のないこと等を述べ、被訴追者が既に受け、罷免によって被る不利益の重大性からすれば、罷
免によらずとも、免官の手続によっても、司法に対する国民の信頼は十分回復できる旨を主張し
ているので、以下その主張の当否について検討する。

この点、関係各証拠によれば、被訴追者は、逮捕直後から素直に事実を認め、その後の捜査機
関における取調べや裁判所での事情聴取にも誠実に応じていること、弁護人及び検察官を通じて、
本件被害者に対して謝罪及び被害弁償を速やかに申し入れたこと、日本司法支援センターに対し
て贖罪寄付を行っていること、大きな罪を犯してしまったことについて、裁判所関係者等に対す
る責任を感じ、事件後速やかに免官願を提出し、かつ事件後から現在に至るまで報酬及び賞与を
返還していること、仮に退職金が支給されても、受領しない意思であることが認められる。この
ような事情は、自分が犯してしまった過去の大きな過ちに対して行為後に回復することができる
最大限の努力であると評価できる。これは、被訴追者が犯してしまった過去の行為に対し内省を
深めていることの一つの現れといえる。
また、司法全体に対する信頼を失墜させてしまったことを深く後悔し、迷惑をかけた職場の上
司や家族等に対して手紙を書いている。その内容及び当公判廷での被訴追者の陳述からすると、
決して現実から逃避せずに真摯に自己に向き合っている姿勢が認められる。
さらに、被訴追者は、法曹になって社会に貢献したいという強い志をもって日夜勉学に励み、
司法試験合格後も後輩の指導に携わったこと、家族や先輩からの陳述書によれば、常に周囲に対
する気配りをして、信頼されていたとの記載があること、総勢67名もの弁護人が選任されたこと、
その他多数の嘆願書が寄せられたことも認められる。
そして、弁護人らが主張するように仮に法曹資格を今回失わなかったとしても、少なくとも今
後数年間は、弁護士会が弁護士登録を認めない可能性が極めて高く、事実上法曹界復帰は困難と
予測されることや法曹以外の職業に就く際にも、同種の行為をした他の者よりも厳しい批判にさ
らされ、社会復帰するには極めて高い障壁があることは想像に難くない。加えて、本件では、衆
議院の解散等、被訴追者の事情とは全く関係のない社会情勢により、被訴追者が事実上職を断た
れ、生活の糧となるべき収入源を失ってから約半年間にも渡る長い月日が経過することとなった
が、そのような想定外の苦境にも決して屈することなく、その間、ひたすら自らを鼓舞し、前途
多難な今後の人生について、読書等をしながら思索し、何とか活路を見いだそうとしている点は
特筆すべき事情といえよう。
しかしながら、先に述べたとおり、本件行為は、女性の性的羞恥心を著しく害する悪質かつ卑
劣な行為であり、一般国民の尊敬と信頼を集めるに足りる品位を備えるべき裁判官として、ある
まじき行為であるとともに、被訴追者は、長期間、多数回にわたり同様の盗撮行為を繰り返して
おり、裁判官として有するべき人権意識、特に、女性の人権を尊重しようとする意識が欠如して
いると言わざるを得ず、その社会的影響も大きいことに照らせば、前述のような被訴追者に酌む
べき事情を最大限に考慮したとしても、本件行為が強く非難されるべき性質の犯罪であり、幾星
霜を経て多くの裁判官が築き上げてきた司法全体に対する国民の尊敬と信頼を大きく失墜させた
という判断を覆すに足りる事情があるとは認められない。
したがって、弁護人らが主張する諸事情は本件行為に関する上記判断を左右するものではない。

第２の主張については、本件行為は、弁護人らの主張する過去の２事例と比較し、正式裁判が
開かれていないことから、事前に報道機関による過度の取材報道行為はなされていないともいえ
るが、裁判官が現行犯逮捕されたということもあり、各種マスコミが捜査段階から始まり、大阪
高等裁判所による最高裁判所への報告、最高裁判所による訴追請求、裁判官訴追委員会による訴
追決定までの経緯を注視していたことは当公判廷において取り調べた証拠（甲15・被訴追者 問）
からも明らかである。よって、これをもって当該行為が社会に及ぼす影響が少ないので軽微な事
案であるとは到底いえない。また裁判官という職にある以上、経験の多少にかかわらず一人の責
任ある専門家として、国民を裁く立場にあるという点には寸分の変わりもなく、国民がその裁判
官に寄せる期待や信頼というものに差異が生じると考えるべきではない。
第３に、直接女性と接触する痴漢行為に比べ、間接的な破廉恥行為である盗撮行為とでは、行
為の違法性または女性に対する人権侵害の程度が異なるとの主張については、直接であろうと間
接であろうと女性の立場からすれば、破廉恥行為をされたことによる不快感や不安感等の精神的
影響は、一過性のものではなく、心に傷が深く残るということ、盗撮行為は特に盗撮した画像記
録が残り、拡散される可能性があるという点において人権侵害の程度が大きいことに対する配慮
に欠けており、到底受け入れられる理由とはいえない。加えて、指摘にかかる元判事の痴漢行為
の事案は、個別具体的な内容が異なり、単純に本件との軽重を論じるのは妥当ではない。
第４の弁護士会の懲戒処分との比較については、弁護士会の懲戒処分は、弁護士自治の原則に
基づく弁護士会の中での自浄作用に過ぎず、同じ法曹といえども、憲法上の厚い身分保障を受け、
国民の信頼に基づいて職務を行うことが必要不可欠な裁判官に対する弾劾裁判とは性質を異にす
るから、同種犯罪行為に対する弁護士会の懲戒処分の結果が当裁判所の判断に影響を及ぼすもの
ではない。
よって、この点に関する弁護人らの主張には合理的理由がない。 第５ 結論

よって、当裁判所は、裁判官弾劾法第２条第２号を適用して被訴追者を罷免することとし、主
文のとおり判決する。

（裁判官訴追委員会委員長 鳩山¤夫、同委員 三日月大造、同 今井雅人、同 谷博之、同 三原
朝彦、同 椎名毅、同 荒木清寛 私選弁護人 木村雅一（主任）、同 田中宏岳、同 伊藤海大、
同 井上彰、同 水津正臣、同 丸山秀平 各出席）
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